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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第43期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 31,402,521 32,273,776 45,623,357

経常利益 (千円) 2,696,545 3,113,342 4,345,221

四半期(当期)純利益 (千円) 1,378,315 1,777,807 2,322,978

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,328,352 1,723,802 2,300,894

純資産額 (千円) 30,630,918 32,217,117 31,603,380

総資産額 (千円) 38,412,432 39,620,015 41,424,001

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 48.19 62.16 81.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.74 81.24 76.29

　

回次
第43期
第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.31 16.60

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．第43期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（サービス・サポート事業）　

当第３四半期連結会計期間において、インターネットＥＤＩのクラウド型サービス提供を中心とした事

業を開始するため、株式会社ニュートラルとの合弁会社、クラウドランド株式会社（連結子会社）を新規設

立しております。

また、連結子会社であったＴＫＥビジネスサポート株式会社は、平成23年12月１日に連結子会社である

ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社と合併し解散したため、当第３四半期連結会計期間より連

結の範囲から除外いたしました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および当社

の関係会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期における国内経済は、東日本大震災とその後の電力供給の制約等による経済活動の停滞

から徐々に持ち直しの兆しが見られたものの、欧州の債務危機による世界経済の減速懸念や円高の長期

化に加え、タイの洪水被害による生産活動への影響などにより、先行きは依然として不透明な状況で推移

いたしました。

国内ＩＴ業界におきましても、一部の企業でＢＣＰ（事業継続計画）や災害復旧対策の観点からのシ

ステム投資が増加したものの、景気の不透明感から多くの企業が設備投資に対して慎重な姿勢を継続し

ており、本格的な回復には至りませんでした。　

このような環境の中、当社グループは中期経営計画の重点施策である「サービス・ビジネスの強化」

「独自性のあるビジネスの創出」「グローバル市場への参入」を推進することにより、事業規模・収益

力の拡大に努めてまいりました。

具体的には、昨年10月に株式会社ニュートラルとの合弁会社「クラウドランド株式会社」を設立し、中

堅規模の流通・小売業を対象にインターネットＥＤＩのサービス提供を開始いたしました。また、文教お

よび金融分野など業種に特化したソリューションの強化も図ってまいりました。さらに、中国市場におけ

る事業の拡大を図るため、成都、深センに続いて昨年11月に上海事務所を開設し、積極的な営業活動を展

開してまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、322億７千３百万円となり、前年同期比８億７千１百

万円（前年同期比2.8％増）の増収となりました。営業利益は、30億４千万円となり、前年同期比４億１千

８百万円（前年同期比16.0％増）の増益、経常利益は、31億１千３百万円となり、前年同期比４億１千６

百万円（前年同期比15.5％増）の増益、四半期純利益は、17億７千７百万円となり、前年同期比３億９千

９百万円（前年同期比29.0％増）の増益となりました。
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セグメントの状況

（システム事業）

ストレージ関連事業において、災害復旧対策に伴うバックアップシステムの構築案件が増加したこと

に加え、製造業および情報サービス業を中心にデータの増加に対応するためのストレージ案件が堅調に

推移したことにより、前年同期に比べ増収となりました。また、サーバー関連事業においても、ＩＡサー

バー・ＰＣの販売が堅調であったことと、仮想化ビジネスを積極的に推進したこと等により、システム事

業の売上高は、234億８千９百万円（前年同期比3.7％増）となりました。　

　

（サービス・サポート事業）

ネットワーク関連および自社ブランドのストレージ装置関連の保守契約売上ならびに作業代収入が増

加し、プリンター関連およびＰＣ・サーバー関連の保守契約売上の減少分を補ったため、サービス・サ

ポート事業の売上高は、87億８千３百万円（前年同期比0.3％増）となりました。　

　

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.6％減少し、357億３千万円となりました。これは、受取手形及び

売掛金が28億６千４百万円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.4％減少し、38億８千９百万円となりました。これは、投資有価

証券が６千９百万円減少したことなどによります。

　

（負債の部）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて26.3％減少し、67億２千８百万円となりました。これは、支払手形

及び買掛金が13億円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.8％減少し、６億７千４百万円となりました。これは、リース債

務が２千６百万円減少したことなどによります。

　

（純資産の部）

純資産は、前連結会計年度末に比べて1.9％増加し、322億１千７百万円となりました。これは、四半期純利

益17億７千７百万円の計上および配当金11億４千３百万円の支払いにより、利益剰余金が６億３千３百万

円増加したことなどによります。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の76.3％から81.2％となり

ました。

　
(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億３千２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,206,000

計 42,206,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,633,95228,633,952
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 28,633,95228,633,952― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月31日 ― 28,633― 9,031,257― 8,177,299
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 34,100
― ―

完全議決権株式(その他)
　

普通株式 28,580,900
　

285,809 ―

単元未満株式
　

普通株式 18,952
　

― ―

発行済株式総数 28,633,952 ― ―

総株主の議決権 ― 285,809 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が73株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
兼松エレクトロニクス
株式会社

東京都中央区京橋２丁目
17番５号

34,100 ― 34,100 0.1

計 ― 34,100 ― 34,100 0.1

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 24,061,196 24,290,034

受取手形及び売掛金 9,157,617 ※2
 6,293,362

リース投資資産 118,451 84,414

たな卸資産 1,872,957 3,127,594

繰延税金資産 463,639 138,747

その他 1,772,111 1,797,518

貸倒引当金 △5,940 △1,412

流動資産合計 37,440,032 35,730,259

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 214,917 241,474

車両運搬具（純額） 465 3,233

その他（純額） 392,324 365,322

有形固定資産合計 607,708 610,029

無形固定資産

のれん 33,329 8,332

その他 179,244 224,457

無形固定資産合計 212,573 232,789

投資その他の資産

投資有価証券 1,725,018 1,655,901

長期貸付金 2,203 1,304

繰延税金資産 249,539 258,120

その他 1,248,270 1,192,849

貸倒引当金 △61,344 △61,240

投資その他の資産合計 3,163,687 3,046,936

固定資産合計 3,983,968 3,889,755

資産合計 41,424,001 39,620,015
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,261,074 2,960,118

リース債務 49,766 42,496

未払法人税等 976,383 93,026

賞与引当金 734,667 204,204

役員賞与引当金 43,200 27,225

その他 3,061,843 3,401,353

流動負債合計 9,126,935 6,728,424

固定負債

リース債務 68,685 41,917

退職給付引当金 283,279 308,472

役員退職慰労引当金 145,916 124,959

資産除去債務 194,748 198,068

その他 1,056 1,056

固定負債合計 693,686 674,473

負債合計 9,820,621 7,402,898

純資産の部

株主資本

資本金 9,031,257 9,031,257

資本剰余金 8,177,299 8,177,299

利益剰余金 14,367,987 15,001,802

自己株式 △26,870 △26,943

株主資本合計 31,549,675 32,183,416

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 59,742 19,061

繰延ヘッジ損益 100 △5

為替換算調整勘定 △6,136 △15,018

その他の包括利益累計額合計 53,705 4,037

少数株主持分 － 29,663

純資産合計 31,603,380 32,217,117

負債純資産合計 41,424,001 39,620,015
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 31,402,521 32,273,776

売上原価 22,294,051 22,667,434

売上総利益 9,108,469 9,606,341

販売費及び一般管理費 6,486,228 6,565,608

営業利益 2,622,241 3,040,733

営業外収益

受取利息 40,970 12,194

受取配当金 21,149 23,089

助成金収入 － 18,818

持分法による投資利益 10,869 15,038

雑収入 11,181 16,786

営業外収益合計 84,171 85,927

営業外費用

支払利息 2,258 1,068

投資事業組合運用損 2,431 －

為替差損 1,441 7,683

雑支出 3,735 4,566

営業外費用合計 9,866 13,317

経常利益 2,696,545 3,113,342

特別利益

固定資産売却益 7,496 128

株式受贈益 20,020 －

投資有価証券売却益 10,704 1,591

特別利益合計 38,220 1,719

特別損失

固定資産除却損 2,855 4,148

固定資産売却損 65 －

関係会社株式評価損 20,722 －

投資有価証券評価損 178,955 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 125,152 －

ゴルフ会員権評価損 1,600 2,000

特別損失合計 329,351 6,148

税金等調整前四半期純利益 2,405,414 3,108,914

法人税、住民税及び事業税 746,169 988,439

法人税等調整額 280,929 347,004

法人税等合計 1,027,098 1,335,443

少数株主損益調整前四半期純利益 1,378,315 1,773,470

少数株主損失（△） － △4,336

四半期純利益 1,378,315 1,777,807
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,378,315 1,773,470

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △49,510 △40,680

繰延ヘッジ損益 △452 △105

為替換算調整勘定 － △8,881

その他の包括利益合計 △49,963 △49,668

四半期包括利益 1,328,352 1,723,802

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,328,352 1,728,138

少数株主に係る四半期包括利益 － △4,336
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【継続企業の前提に関する事項】

  該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

当第３四半期連結会計期間より、新たに設立したクラウドランド株式会社を連結の範囲に含めております。

また、連結子会社であったＴＫＥビジネスサポート株式会社は、平成23年12月１日に連結子会社であるケー・

イー・エルテクニカルサービス株式会社と合併し解散したため、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲か

ら除外いたしました。

　

【会計方針の変更等】

  該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

  １  偶発債務

金融機関からの借り入れに対する保証

従業員(住宅資金) 2,680千円

譲渡したリース契約に対する保証

リース債務者 92,570千円

  １  偶発債務

金融機関からの借り入れに対する保証

従業員(住宅資金) 2,493千円

譲渡したリース契約に対する保証

リース債務者 79,793千円

※２      ――――――――――――― ※２  四半期連結会計期間末日満期手形

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

  なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

まれております。

受取手形 18,447千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)およびの

れんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 238,161千円 216,690千円

のれんの償却額 24,996千円 24,996千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月18日

取締役会
普通株式 572,045 20平成22年３月31日 平成22年６月７日 利益剰余金

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 572,005 20平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月19日

取締役会
普通株式 571,997 20平成23年３月31日 平成23年６月６日 利益剰余金

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 571,995 20平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
システム事業
(千円)

サービス・
サポート事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 22,648,725 8,753,795 31,402,521

セグメント間の内部売上高
又は振替高

236,398 112,523 348,922

計 22,885,124 8,866,319 31,751,443

セグメント利益 570,816 1,985,244 2,556,060

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　
利  益 金  額  （千円）

  報告セグメント計 2,556,060

  セグメント間取引消去 66,180

  四半期連結損益計算書の営業利益 2,622,241

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
システム事業
(千円)

サービス・
サポート事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 23,489,883 8,783,892 32,273,776

セグメント間の内部売上高
  又は振替高

416,439 108,808 525,247

計 23,906,322 8,892,701 32,799,023

セグメント利益 898,667 2,101,727 3,000,395

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　
利  益 金  額  （千円）

  報告セグメント計 3,000,395

  セグメント間取引消去 40,337

  四半期連結損益計算書の営業利益 3,040,733

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

(有価証券関係)

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

(デリバティブ取引関係)

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

共通支配下の取引等

(1) 取引の概要

①  対象となった事業の名称及びその事業の内容

（存続会社）

事業の名称：ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社

事業の内容：通信機器、計測機器、情報処理機器、医用機器およびコンピュータソフトウエアの輸

出入、売買、賃貸、保守、開発、製造

（消滅会社）

事業の名称：ＴＫＥビジネスサポート株式会社

事業の内容：コンピュータおよび周辺機器類の据付調整、修理および改造、人材派遣サービス

②  企業結合日

平成23年12月１日

③  企業結合の法的形式

ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社（当社の連結子会社）を存続会社とする吸収合併

方式とし、ＴＫＥビジネスサポート株式会社（当社の連結子会社）は解散いたしました。

④  結合後企業の名称

ケー・イー・エルテクニカルサービス株式会社(当社の連結子会社)

⑤  その他取引の概要に関する事項

両社の合併によりコスト競争力を高め、保守サービス技術の一層の向上およびお客様ニーズによ

り柔軟に対応できる体制の構築を図る所存です。

　

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

    １株当たり四半期純利益金額 48.19円 62.16円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 1,378,315 1,777,807

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,378,315 1,777,807

    普通株式の期中平均株式数(千株) 28,600 28,599

  (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

  該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

平成23年10月28日開催の取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

配当金の総額                                     571,995千円

１株当たりの金額                                    20円00銭

支払請求権の効力発生日および支払開始日      平成23年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月８日

兼松エレクトロニクス株式会社

取  締  役  会  御  中

　

あ ら た 監 査 法 人

　
指 定  社 員
業務執行社員

　 公認会計士  目  黒  高  三

　
指 定  社 員
業務執行社員

　 公認会計士  小  澤  元  秀

　
指 定  社 員
業務執行社員

　 公認会計士  好  田  健  祐

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松
エレクトロニクス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結
会計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日
から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エレクトロニクス株式会社及び連結子会
社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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